
随意契約結果一覧表 （令和６年１０月～令和７年３月契約分）　　　　　　

契約担当課・連絡先　 093－582－3802　　

件 名
契 約 の 相 手 方 の
商 号 又 は 名 称

契約金額
（円）

契 約 締 結 日 随 意 契 約 と し た 具 体 的 な 理 由
根拠
法令
※

予定価格
（円）

備 考

消防通信指令システムデー
タ改修業務委託

日本電気株式会社 2,068,000 令和6年10月4日

　消防通信指令システムは、119番通報の受付から、その後
の消防活動全般を支援する市民の生命に直結したシステムで
あり、その性質上24時間365日安定した稼動が要求される。
　当該システムは、日本電気株式会社が独自に構築したシス
テムであり、日本電気株式会社以外の業者による作業は不可
能であるため、日本電気株式会社と契約を締結したもの。

自治法
施行令
第２号

2,115,564

母原無線基地局直流電源装
置修繕業務委託

ＪＲＣシステムサービス株
式会社

7,793,500 令和6年10月24日

　多重無線設備は、消防救急無線システム等のデータを伝送
するため重要無線回線として運用を行っており、日本無線株
式会社が構築した独自のシステムであるため、保守点検業務
についても日本無線株式会社の完全子会社であるJRCシステ
ムサービス株式会社と契約している。本業務についてもこの
JRCシステムサービス株式会社以外の他業者による履行が不
可能である。

自治法
施行令
第２号

7,793,500

映像通報システム
（Live119）の導入業務委
託

株式会社ドーン 1,870,000 令和6年12月10日

　既設運用中のNET119緊急通報システムを株式会社ドーンと
契約していることから、本システムに関して端末及び回線が
共用可能となるため新たに通信回線の整備や機器設置が不要
となること、及び市内のAED設置状況について緊急時にAEDが
適切に活用できるよう「おたすけAED」事業を実施してお
り、これを連携させることができる機能を唯一有することか
ら、株式会社ドーンと委託契約を締結した。

自治法
施行令
第２号

1,870,000

消防局庁舎昇降機保守点検
業務委託

三菱電機ビルソリューショ
ンズ株式会社北九州支店

1,927,200 令和7年3月7日
　商習慣上、複数年度にわたる期間を前提とする業務である
ため、初年度は競争入札を実施し、以後は随意契約としてい
るため。

自治法
施行令
第２号

非公開
（特命随意契約
で、継続性があ
るため。）

「もらって安心災害情報配
信システム」サーバ使用

セコム山陰株式会社 2,376,000 令和7年3月10日
　現状のもらって安心災害情報配信システムの特殊性から他
に履行可能な業者がなく、価格面についても安価な業者はな
いと考えられるため。

自治法
施行令
第２号

非公表
（特命随意契約
で継続性があ
る）

消防局総務課



随意契約結果一覧表 （令和６年１０月～令和７年３月契約分）　　　　　　

契約担当課・連絡先　 093－582－3802　　

件 名
契 約 の 相 手 方 の
商 号 又 は 名 称

契約金額
（円）

契 約 締 結 日 随 意 契 約 と し た 具 体 的 な 理 由
根拠
法令
※

予定価格
（円）

備 考

消防局総務課

令和7年度
消防通信指令システム

保守業務委託

日本電気株式会社
　九州支社

151,221,840 令和7年3月21日

　消防通信指令システムは、119番通報の受付から、その後
の消防活動全般を支援する市民の生命に直結したシステムで
あり、その性質上24時間365日安定した稼動が要求される。
　当該システムは、日本電気株式会社が独自に構築したシス
テムであり、日本電気株式会社以外の業者による保守業務は
不可能であるため、日本電気株式会社と契約を締結したも
の。

自治法
施行令
第２号

非公表
（特命随意契約で
継続性がある）

長期継続契約
（令和7年度分）

令和7年度
映像系システム
保守業務委託

日本電気株式会社
九州支社

24,611,400 令和7年3月21日

　映像系システムは、高所監視カメラ設備、ヘリコプターテ
レビ伝送システム及び衛星地球局設備を指し、消防活動を支
援する情報通信設備である。また、その性質上24時間365日
安定した稼動が要求される。
　当該システムは、日本電気株式会社が独自に構築したシス
テムであり、日本電気株式会社以外の業者による保守業務は
不可能であるため、日本電気株式会社と契約を締結したも
の。

自治法
施行令
第２号

非公表
（特命随意契約で
継続性がある）

長期継続契約
（令和7年度分）

令和7年度
NET１１９緊急通報

システム
保守業務委託

株式会社ドーン 1,584,000 令和7年3月21日

　NET１１９緊急通報システムは、聴覚又は音声・言語機能
の障害や疾病等があり、音声による119番通報が困難な方
が、スマートフォン等を用いて緊急通報を行うシステムで、
その性質上24時間365日安定した稼動が要求される。
　当該システムは、株式会社ドーンが構築したシステムであ
り、株式会社ドーン以外の業者による保守業務が不可能であ
るため、株式会社ドーンと契約を締結したもの。

自治法
施行令
第２号

非公表
（特命随意契約で
継続性がある）

長期継続契約
（令和7年度分）

令和7年度
多重無線設備保守業務委託

ＪＲＣシステムサービス
株式会社

3,850,000 令和7年3月21日

　多重無線設備は、消防救急無線システム、防災行政無線シ
ステム及び画像伝送システムと接続し、それらのデータを伝
送するため重要無線回線として運用を行っており、日本無線
株式会社が構築した独自のシステムである。本設備は平成
22、23年度に構築を行い、平成24年度から運用開始してい
る。
　本設備には日本無線株式会社の機器及びアプリケーション
が集約されており、日本無線株式会社以外の業者による保守
契約が困難であったため、これまで日本無線株式会社と特命
随意契約を締結してきた。
　また、令和元年度からは、保守点検業務を日本無線株式会
社の完全子会社である「JRCシステムサービス株式会社」へ
移管している。
　よって、JRCシステムサービス株式会社と契約を締結した
もの。

自治法
施行令
第２号

非公表
（特命随意契約で
継続性がある）

長期継続契約
（令和7年度分）



随意契約結果一覧表 （令和６年１０月～令和７年３月契約分）　　　　　　

契約担当課・連絡先　 093－582－3802　　

件 名
契 約 の 相 手 方 の
商 号 又 は 名 称

契約金額
（円）

契 約 締 結 日 随 意 契 約 と し た 具 体 的 な 理 由
根拠
法令
※

予定価格
（円）

備 考

消防局総務課

令和7年度
映像通報システム

保守業務委託
株式会社ドーン 1,056,000 令和7年3月21日

　映像通報システムは、119番通報者のスマートフォンを使
用し、通報者と指令センターとの間で映像の送受信を可能と
するシステムであり、災害現場の状況や傷病者の情報を映像
で伝えることで効果的な消防救急活動につなげるものであ
る。
　当該システムは、株式会社ドーンが構築したシステムであ
り、株式会社ドーン以外の事業者による保守業務が不可能で
あるため、株式会社ドーンと契約を締結したもの。

自治法
施行令
第２号

非公表
（特命随意契約で
継続性がある）

長期継続契約
（令和7年度分）

（注）「根拠法令※」は次のいずれかを記入しています。

　　○自治法施行令：地方自治法施行令第167条の2第1項中の該当号

　　○特例政令：地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第11条第1項中の該当号



随意契約結果一覧表 （令和６年１０月～令和７年３月契約分）　　　　　　

契約担当課・連絡先　 093-582-3820

件 名
契 約 の 相 手 方 の
商 号 又 は 名 称

契約金額
（円）

契 約 締 結 日 随 意 契 約 と し た 具 体 的 な 理 由
根拠
法令
※

予定価格
（円）

備 考

北九州市患者情報管理シス
テム導入及び運用・保守業
務

ＴＸＰ　Ｍｅｄｉｃａｌ
株式会社

3,374,525 令和6年10月24日

　患者情報管理システム構築や保守・運用については、TXP
Medical株式会社と本市との間で委託契約書が締結（令和６
年８月２８日付）されており、同社しかシステムのセット
アップ及び、保守・運用ができないため、同社に特命随意契
約するもの。

自治法
施行令
第２号

非公表
（特命随意契約
で、継続性があ
る）

令和６年度呼吸管理装置
保守点検業務

株式会社キシヤ北九州支店 1,614,800 令和6年12月11日

　呼吸管理装置はコーケンメディカル（株）が製造してお
り、傷病者搬送中において人工呼吸等の呼吸管理を行う医療
機器で、医薬品医療機器等法第２条第５項に定める高度管理
医療機器に該当し、機器の状態を良好に保つ必要があり、次
の理由から特命業者による保守点検が必要である。
①適切な保守点検を行うためには、専門研修を受講した点検
技術者とｺｰｹﾝﾒﾃﾞｨｶﾙ（株）のみが所有する専用の点検機器が
必要。
②ｺｰｹﾝﾒﾃﾞｨｶﾙ（株）と代理店契約を締結する（株）キシヤ
は、当該機器の点検が行える点検技術者がおり、専用の点検
機器を保有する。
③ｺｰｹﾝﾒﾃﾞｨｶﾙ（株）に確認したところ、当該会社が指定した
業者以外の保守点検では十分な保証を行うことができないと
のこと。

自治法
施行令
第２号

非公表
（特命随意契約
で、継続性があ
る）

令和６年度患者監視装置等
保守点検業務

日本光電工業株式会社九州
支店
医療圏営業一部
北九州営業所

2,323,200 令和7年1月20日

　患者監視装置は全て日本光電工業（株）が製造し、患者搬
送中においても心電図・血圧・脈拍・血中酸素飽和度の測定
が可能な観察用資器材で、医薬品医療機器等法第２条第５項
に定める高度管理医療機器に該当し、機器の状態を良好に保
ち、不良時は直ちに修繕を行う必要がある。また、次の理由
から特命業者による修繕が必要である。
①適切な修繕を行うためには、専門研修を受講した修繕技術
者と日本光電工業（株）のみが所有する専用修繕機器が必要
で、日本光電工業（株）九州支店は、修繕技術者及び専用修
繕機器の両方を保有。
②日本光電工業（株）に確認したところ、当該会社以外によ
る修繕では十分な保証を行うことができないとのこと。

自治法
施行令
第２号

非公表
（特命随意契約
で、継続性があ
る）

消防局救急課



随意契約結果一覧表 （令和６年１０月～令和７年３月契約分）　　　　　　

契約担当課・連絡先　 093-582-3820

件 名
契 約 の 相 手 方 の
商 号 又 は 名 称

契約金額
（円）

契 約 締 結 日 随 意 契 約 と し た 具 体 的 な 理 由
根拠
法令
※

予定価格
（円）

備 考

消防局救急課

令和７年度救急廃棄物処理
（収集・運搬）業務委託

株式会社リオン

単価
・50ℓ容器
　　700円/個
・20ℓ容器
　　300円/個

令和7年3月21日

　救急廃棄物は、救急活動等で生じた感染性産業廃棄物であ
り、市から必要な許可を得た業者に収集と運搬を委託し、確
実に中間処理業者の処分場へ持ち込む必要がある。
　当該廃棄物を回収する容器は、手袋やガーゼ等を廃棄する
容器と留置針（注射針）を廃棄する容器の２種類が存在し、
各々単価が異なるため、複数単価契約となる。

自治法
施行令
第２号

予定価格
(単価)
・50ℓ容器
　　950円/個
・20ℓ容器
　　800円/個

　単価契約
　予定総額
　　1,800,040円

（注）「根拠法令※」は次のいずれかを記入しています。

　　○自治法施行令：地方自治法施行令第167条の2第1項中の該当号

　　○特例政令：地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第11条第1項中の該当号



随意契約結果一覧表 （令和６年１０月～令和７年３月契約分）　　　　　　

契約担当課・連絡先　 ０９３－５８２－３８１２　

件 名
契 約 の 相 手 方 の
商 号 又 は 名 称

契約金額
（円）

契 約 締 結 日 随 意 契 約 と し た 具 体 的 な 理 由
根拠
法令
※

予定価格
（円）

備 考

予防情報システム
予防業務機能改修

株式会社ＭＪＣ 1,999,800 令和6年12月10日
 本件改修を実施できる業者は、当該システムを開発し、シ
ステム構成を熟知している当業者でしか実施できないため。

自治法
施行令
第２号

非公表
（特命随意契約
で継続性がある

ため）

（注）「根拠法令※」は次のいずれかを記入しています。

　　○自治法施行令：地方自治法施行令第167条の2第1項中の該当号

　　○特例政令：地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第11条第1項中の該当号

　　　　　　　　　　　

消防局指導課


